
外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策(令和２年度改訂)の主な施策の進捗状況

○ 「外国人在留支援センター」における地方公共団体の行政窓口に対する通訳支援の実施及び外国人の採
用・定着に向けた企業等向けのセミナー等の実施（施策番号46）
【法務省、外務省、厚生労働省、経済産業省】

外国人材の円滑かつ適正な受入れの促進

○ 就労を希望する外国人材と企業とのマッチング支援（新型コロナウイルス感染症の影響により解雇等され、
実習が継続困難となった技能実習生等に対する雇用維持支援措置の着実な実施､各分野特有の就労状況等を
踏まえたマッチング支援の方法の検討・実施）（施策番号14）
【法務省、厚生労働省、経済産業省、国土交通省、農林水産省等】

○ 「生活者としての外国人」に対する日本語教育の充実（地域における日本語教育環境を強化するための総
合的な体制整備､日本語教育の推進に関する法律に基づく地方公共団体の基本方針の作成の促進等）
（施策番号90）【文部科学省】

日本語教育の充実

暮らしやすい地域社会づくり

外国人の子供に係る対策

○ 外国人児童生徒の就学機会の適切な確保等（地方公共団体が講ずべき事項に関する指針の策定を通じ、学
齢簿において外国人の子供の就学状況も一体的に管理・把握すること等の促進） （施策番号110）
【文部科学省】

在留資格手続の円滑化・迅速化等

○ 在留資格手続のオンライン申請の更なる対象の拡大（施策番号159）【法務省】

・ 在留申請オンラインシステムを中小企業や専門学校、日本語学校に所属・在籍する外国人も利用でき
るよう拡大

・ 特定技能総合支援サイト、コールセンターの運営のほか、全国における制度説明会及びマッチング
イベントの実施
・ 令和２年９月、雇用維持支援の対象に、技能実習を修了し帰国が困難な元技能実習生を追加

・ 令和２年７月６日、「外国人在留支援センター（ＦＲＥＳＣ）」を開所し、外国人からの相談に
対応
・ 地方公共団体の多文化共生業務担当者に対して、令和２年10月に研修を実施
・ 地方公共団体向けの通訳支援の試行の実施について検討中
・ 入居機関をはじめとした関係機関が連携・協力し、外国人の採用や定着、活躍に向けた企業等向け
のセミナー、講演会、説明会等を開催

・ 「外国人の子供の就学促進及び就学状況の把握等に関する指針」において、外国人の子供の就学促進
及び就学状況の把握等のために地方公共団体が講ずべき事項（学齢簿の編製にあたり全ての外国人の
子供についても一体的に就学状況を管理・把握すること等）を提示しており、これを地方公共団体に対
する説明会等を通じて周知し、住民基本台帳担当部局と教育委員会の連携を促進

・ 「『生活者としての外国人』に対する日本語教育の標準的なカリキュラム案」等を活用した各地の
優れた取組を支援
・ 地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業として、都道府県・政令指定都市等が、関係機関等
と有機的に連携しつつ行う、日本語教育環境を強化するための総合的な体制づくりを推進
・ 地方公共団体に対して、日本語教育の推進に関する法律に基づく国の基本方針の策定の周知及び本
方針を踏まえた取組の実施に努めるよう通知
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